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                  仕様書 

１．件  名 

国立大学法人浜松医科大学における令和４年年末調整に関する委託業務(web年調) 

 

２．委託業務内容 

１）年末調整 web 申告を行うためのクラウド型サービスの提供 

    国立大学法人浜松医科大学(以下「本学」という。) 職員が下記の年末調整申告を

行うにあたって、申告を行うためのクラウド型サービスの提供を行う (web申告) 。 

・Ａ扶養控除等(異動）申告(当年分)             

・Ｂ扶養控除等(異動）申告(翌年分)       

・Ｃ保険料控除申告             

・Ｄ基礎控除申告、配偶者控除等申告、所得金額調整控除申告 

・Ｅ住宅借入金等特別控除申告 

・Ｆ前職源泉徴収票 

 

※パソコン、スマートフォン、タブレットいずれからも申告できること 

※web申告に必要なシステムの設定は受託者が行うこと。なお、受託者は、後述す

る案内書類（Ｇ）が対象者に配付されるまでに、web申告に必要な設定を完了し

ていること 

※各職員が web申告を開始するまでに、事前に本学担当者の確認を受けること 

※本学のサーバーの増設等の必要がないこと 

※電子データで提供された保険料控除証明書、住宅借入金等特別控除証明書、年末

残高等証明書にも対応できること 

※委託者は、事前に各申告に必要な年末調整対象職員の氏名(職員氏名および本

名)、住所、扶養情報、団体保険の情報等を受託者に電子媒体で提供し、受託者

は、この情報をもとに年末調整対象職員のアカウントを作成、発行するものとす

る。 

※申告者が付与されたアカウント、ログインして申告する際、氏名、住所、扶養情

報、団体保険の情報等は申告者本人が入力しなくてもよいよう、画面上にあらか

じめ表示されているものとする 

 

２）年末調整案内書類作成 

・Ｇ年末調整関係申告案内書類    

内容： 

１アカウント、ログインの方法等、web申告開始方法 
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２申告書Ａ～Ｆの web申告方法、申告期限 

３申告に必要な添付書類(保険料控除証明書、住宅控除申告の残高証明書

前職源泉徴収票等）の郵送提出方法、提出期限、提出先 

４申告書、添付書類、提出対象者等の一覧 

５web申告ができない環境にある方について 

６提出期限に間に合わない証明書等がある場合について 

７提出締切日以降に住所や扶養の異動がある場合について 

８確定申告をする人について 

９提出チェックリスト 

１０個人情報の保護について 

１１問合せ先 

１２その他特記事項 

 ※委託者および受託者が打合せのうえ作成するものとする。 

 

・Ｈ添付書類の回収(返信)用封筒 

  ・郵送先(受託業者)が印字されていること 

  ・提出締切日が印字されていること 

  ・申告者本人が郵送代を負担する必要がないよう、受取人払等にすること 

 

・Ｉ配付用封筒 

  ・宛名(所属、氏名等)が印字されていること 

   ※窓付き封筒で、宛名（所属、氏名等）が窓から確認できるものであれば、 

封筒自体に宛名が印字されていなくても可 

  ・学内で委託者が配付するため、また個人情報保護の観点から、宛先の住所は 

印字しないこと 

・年末調整関係書類であるとわかるものであること 

  ・提出締切日が印字されていること     

 

※受託者は、案内書類（Ｇ）、回収用封筒（Ｈ）、配付用封筒（Ｉ）を委託者の指定

した人数分印刷する。 

※各申告書（Ａ～Ｆ）に表示される氏名は申告者の本名、配付用封筒（Ｇ）に印字

される氏名は申告者の職員氏名とする。(浜松医科大学(以下、本学という)にお

いて旧姓使用の届出をしている者については、各申告書には「現在の姓」を表

示、配付用封筒には「旧姓」を印字するものとする 
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３）年末調整関係書類封入 

     受託者は、上記１）の案内書類（Ｇ）、回収用封筒（Ｈ）を個人ごとに配付用封

筒（Ｉ）に封入する。 

 

４）年末調整申告の受理および添付書類回収 

・受託者は、扶養控除等(異動）申告(当年分、翌年分)、保険料控除申告、基礎控

除申告、配偶者控除等申告、所得金額調整控除申告、住宅借入金等特別控除

申告、前職源泉徴収票の web申告を受理 

・受託者は、保険料控除証明書、住宅借入金等特別控除証明書、前職源泉徴収票

等申告に必要な添付書類を郵送(Ｈ返信用封筒)により、申告者本人より直接

回収 

  ※申告者が、保険料控除申告および住宅借入金等特別控除申告において、電子

データで提供された証明書を提出する場合は、web申告の際に申告者がアッ

プロードした証明書データを受理するものとし、郵送による回収は要しな

い。 

※委託者は、クラウド型サービスにてこれら申告の受理状況および書類の回収

(到着)状況を、随時確認できるものとする。   

 

５）申告内容及び添付書類の確認 

・扶養控除等(異動）申告(当年分) 

・扶養控除等(異動）申告(翌年分) 

・保険料控除申告 

・基礎控除申告書 兼 配偶者控除等申告書 兼 所得金額調整控除申告書 

・住宅借入金等特別控除申告書 

・前職源泉徴収票 

 

【確認内容】   

・申告書に必要な証明書の提出確認 

・申告内容と証明書の照査 

 ※申告内容のチェック基準を事前に本学担当者に提示し、合意を得ること 

※web 申告サービス(システム)による確認および受託者の確認により、下記のよ

うなことがない状態にすること 

・申告内容入力漏れ、入力誤りがないようにすること 

 ・扶養控除等(異動）申告(当年分)と基礎控除申告、配偶者控除等申告、所得金

額調整控除申告の申告内容に矛盾点がないようにすること 

・扶養控除等(異動）申告書(当年分)と扶養控除等(異動）申告書(翌年分)の申告
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内容に矛盾点がないようにすること 

・所得等が控除対象外の範囲にも関わらず申告しているものがないようにする

こと 

 

６）申告者本人への不備、不明点確認 

上記５）の確認作業を行う中で不明な点がある等、問合せが必要なものは、メール

又は電話にて受託者が申告者本人に直接問合せを行うこと。また、不足している添

付書類がある場合は、メール又は電話にて受託者が申告者本人に直接請求するこ

と。 

※申告者本人の連絡先(メール又は電話)は、クラウド型サービスを通じて受託者

が申告者本人より回収するものとする。 

※受託者は、申告者本人に問合せをした場合、問合せをした申告者、問合せ内容が

掲載された一覧等を作成し、委託者はこれを随時確認できるものとする。 

 

７）未提出者督促 

・５．実施日程の３）申告締切日までに申告がない者への督促 

※締切日までに申告がなく本人の連絡先が不明な場合は、委託者は該当者の大学

メールアドレスを提供できるものとする。 

・不足している書類を請求したにもかかわらず提出がない者への督促 

※督促は、電話又はメールを用いて申告者本人に対し適宜行うこと。 

※申告者本人が自身の連絡先を提供した場合は、その連絡先を優先して使用す 

ること 

 

８）職員からの問合せ対応 (電話およびメール) 

※問合せ先(受託者)を職員への案内文書（２．２）Ｇ）および web申告画面上に記

載し、職員に周知する。 

※電話の場合は、職員が勤務中に問合せなくてもよいように平日 18時以降又は土

日に問合せ対応可能な時間を設けること。 

※職員からの電話による問合せに関して、他の申告者が回線使用中のために問合

せをすることができない（いわゆる「話し中」という状態）事態が生じないよう、

申告者からの問合せ対応用回線を２回線以上設置すること。 

 

９）年末調整データ作成 

・各職員からの下記申告内容をもとに、年末調整データ(エクセル)を作成する。 

   ・作成するデータ(エクセル)は、委託者の人事給与システム Company ver.6.7(株

式会社 Works Human Intelligence) に取込可能なフォーマットに整形したもの
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であること。 

          ※事前に委託者からエクセルの指定フォーマットを受託者に提供し、受託者は

そのフォーマットに基づき納品データを作成するものとする。 

     ※委託者は、受託者から受領したデータ(エクセル)をＣＳＶに変換し、人事給与

システムに取り込むものとする。 

・扶養控除等(異動）申告(当年分)  

・扶養控除等(異動）申告(翌年分)  

・保険料控除申告 

・基礎控除申告 

・配偶者控除等申告 

・所得金額調整控除申告 

・住宅借入金等特別控除申告 

・前職源泉徴収票 

 

１０）年末調整関係申告書作成 

  職員本人申告後、申告内容が記載された下記申告書をＰＤＦ形式で作成 

   ※年末調整 web 申告クラウド型サービスにより、委託者がＰＤＦ形式でダウンロ 

ードすることができれば可。 

   ・Ａ扶養控除等(異動）申告書(当年分)             

・Ｂ扶養控除等(異動）申告書(翌年分)  

・Ｃ保険料控除申告書       

・Ｄ基礎控除申告書 兼 配偶者控除等申告書 兼 所得金額調整控除申告書 

・Ｅ住宅借入金等特別控除申告書 

 

１１）年末調整関係申告書の添付書類のファイリング 

     申告者から提出のあった下記書類を、申告者職員氏名の五十音順に並び替えの

上、ファイリングする。 

・保険料控除証明書 

     ※申告書又はＡ４サイズの台紙に貼り付けたものとする    

・住宅借入金等特別控除申告書添付書類 

・前職源泉徴収票    ※1名ごとにＡ４サイズの台紙に貼り付けること 

     ・その他添付書類(親族関係書類、送金関係書類等) 

 

３．実施場所 

受託者所在地にて行う。 

受託者が年末調整業務等のために特別に設置した場所でも可とする 
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４．納品方法等 

  ・受託者は、対象者個人ごとに封入された年末調整案内書類(上記２ ２)）を、５．実

施日程の期限までにまとめて本学会計課経理係宛て郵送または宅配便にて送付する。 

   ※各人の年末調整案内書類は、委託者の指定した所属コードの順番に箱詰めされて

いるものとする。 

※上記の年末調整案内書類(Ｇ～Ⅰのセット)に加え、個人データ提供が間に合わな

い 11月 1日等採用者のために、個人情報の印字されていない年末調整案内書類(Ｇ

～Ⅰのセット)を委託者が指定する部数分納品すること 

・委託者は、納品された各人の年末調整案内書類を対象者に学内便で配付するものとす

る。 

・申告者は、職場のパソコン 又は 個人的に所持するパソコン又はスマートフォン等を

用いて、年末調整案内書類に記載された方法にて受託者が提供したクラウド型サー

ビスにログインし、扶養控除、保険料控除、基礎控除、配偶者控除、所得金額調整控

除、住宅借入金控除、前職源泉徴収票を web申告し、証明書等（保険料控除証明書、

住宅借入金控除必要書類、前職源泉徴収票等）を配付された返信用封筒（Ｈ）にて委

託先に郵送する。但し、保険料控除申告および住宅借入金等特別控除申告において、

電子データで提供された証明書を提出する場合は、web申告の際に証明書データをア

ップロードするものとし、郵送による提出は要しない。 

・受託者は申告内容を確認(申告者本人への不明点問合せ、未提出者督促含む)し、年末

調整データ(上記２ ９)）を作成し、期限までに年末調整データを電子媒体にて本学

会計課経理係に納品する。 

・受託者は期限までに扶養控除申告書(当年分)、扶養控除申告書(翌年分)、保険料控除

申告書、基礎控除申告書 兼 配偶者控除等申告書 兼 所得金額調整控除申告書、住

宅借入金控除申告書をＰＤＦ形式にて納品する(本学担当者がクラウド型サービス

よりＰＤＦ形式にて出力することができれば可)。 

・受託者は期限までに保険料控除証明書(申告書又はＡ４サイズの台紙に貼付)、住宅借

入金控除添付書類、前職源泉徴収票（1 名ごとにＡ４サイズの台紙に貼付)を申告者

職員氏名の五十音順に並び替え、ファイリングしたものを本学会計課経理係宛て郵

送または宅配便にて納品する。 

 

５．実施日程 

１）委託者から受託者へ年末調整対象者(以下、対象者という)の個人情報データの提供 

：令和４年１０月初旬 

２）対象者への配付書類(上記２ ３)により封入されたもの）納品 

：令和４年１０月中旬～下旬 
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※委託者は配付書類が納品されたらすみやかに対象者に配付するものとする。 

３）申告締切日             ：令和４年１１月中旬 

４）証明書等添付書類締切日       ：令和４年１１月下旬 

  ※証明書等締切日は当日消印有効で表示し、対象者に周知すること。 

    ※証明書等を申告者本人が追加で後から送る場合、受取人払封筒を委託者に提供

する等、申告者本人が郵送代を負担する必要がないようにすること。 

５）年末調整データ(上記２ ９)）納品     ：令和４年１１月下旬 

６）処理済み申告書等納品          ：令和４年１２月初旬 

  ・申告書（ＰＤＦ形式）(上記２ １０)） 

  ・証明書原本等添付書類(紙媒体) (上記２ １１)） 

※但し令和４年１２月初旬にクラウド型サービスにて証明書等添付書類の内容が  

確認できる場合には令和４年１２月中旬～令和５年１月下旬でも可   

   各提出期限については、上記の期間の範囲内で、後に定めるものとする 

 

６．対象者 

  本学常勤職員および非常勤職員 

  (参考) ＜前年度実績数＞ 

    ※案内書類印刷部数       2,402部 

１）扶養控除等(異動）申告  2,335人 

２）保険料控除申告  1,648 人 

３）基礎控除申告   2,335人 

４）配偶者控除等申告  838 人 

５）所得金額調整控除申告 125人 

６） 住宅借入金等特別控除申告 210人 

７）前職源泉徴収票提出 187 人 

 

７．機密保持 

  １）委託者および受託者は、国立大学法人浜松医科大学個人情報管理規程及び国立大学

法人浜松医科大学個人情報取扱細則を遵守すること。 

  ２）受託者は、次に掲げる事項について、個人情報の適切な管理を行う能力を有してい

ること 

   （１）設備 

   （２）技術水準 

   （３）従業者に対する監督・教育の状況 

   （４）経営環境状況 

   （５）特定個人情報等の安全管理の状況 
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   （６）国立大学法人浜松医科大学個人情報取扱細則第 8条（6）に定める暴力団員等

又はその関係者に該当しないこと 

３）受託者は、委託業務上知り得た個人情報等の機密を第三者に漏らし、又は他の目

的に利用してはならないものとする。 

４）受託者は、委託者の事前の書面による許可なく、受託業務を再委託してはならな

い。なお、書面による事前の許可を得て再委託する場合も、受託者は、当該再委託

先に対し、「７．機密保持」に関する事項について本仕様書に定める受託者の義務

と同様の義務を負わせることを委託者に対して保証する。また、再委託に際して再

委託先に求める事項は、再委託先が子会社である場合も同様に求めるものとする 

５）受託者は当該業務で使用する個人情報に係る媒体等を業務で使用する以外、他の

媒体等へ複製してはならない。 

６） 受託者は当該業務に係る個人情報等が漏えい又は漏えいしたと思われる場合に

は、速やかに委託者へ報告するものとする。 

７）受託者は当該業務が終了した場合、使用した個人情報を消去するとともに、委託

者が提供した媒体を返却するものとする。  

８）委託者は、受託者が「７．機密保持」に定める内容に違反したと認めたときは、

損害賠償及び委託の解除を請求するものとする。 

 

８．その他 

  ・受託者は、事前に各作業についての実施スケジュールを作成し、本学担当者の合意を

得ること 

・受託者は、本業務について、作業結果に誤りがないよう正確に実施するとともに、そ

の精度について入念確実に検証すること 

・受託者は、本学年末調整対象職員からの問合せ等において、所得税法等の正確な知識

に基づいた回答をするよう、本業務に従事する者に対し充分な教育を実施すること。 

  ・受託者は、本業務について、委託期間終了後以降に税務調査が行われた際に、委託者

がこれに十分対応できる品質を保持すること。 

・細部又は業務遂行上疑義が生じた場合は、その都度、委託者および受託者において協 

   議するものとする。 
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第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この規程は、個人情報の保護に関する法律(平成 15年法律第 57号。以下「法」

という。)第 23条及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成 25年法律第 27号。以下「番号法」という。）第 1条の規定に基づき、

国立大学法人浜松医科大学(以下「本法人」という。)が保有する個人情報の適切な管理

及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等について必要な事項

を定めるものとする。 

(定義) 

第 2条 この規程において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の

各号のいずれかに該当するものをいう。 

(1) 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的

記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式をいう。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載され、若

しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人

識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができ

るもの（他の情報容易にと照合することができ、それにより特定の個人を識別する

ことができることとなるものを含む。） 

(2) 個人識別符号が含まれるもの 



2 この規程において「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに該当する文字、番号、

記号その他の符号のうち、個人情報の保護に関する法律施行令（平成 15年政令第 507

号。以下「保護法施行令」という。）第 1条で定めるものをいう。 

(1) 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した文字、

番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別することができるもの 

(2) 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に関し割り当

てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載され、若しくは電磁的方

式により記録された文字、番号、記号その他の符号であって、その利用者若しくは

購入者又は発行を受ける者ごとに異なるものとなるように割り当てられ、又は記載

され、若しくは記録されることにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受

ける者を識別することができるもの 

3 この規程において「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的身分、病歴、

犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他

の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして保護法施行令第 2

条で定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

4 この規程において「保有個人情報」とは、本法人の職員(役員を含む。以下同じ。)が

職務上作成し、又は取得した個人情報であって、本法人の職員が組織的に利用するも

のとして、本法人が保有しているものをいう。ただし、独立行政法人等の保有する情

報の公開に関する法律(平成 13年法律第 140号)第 2条第 2項に規定する法人文書に記

録されているものに限る。 

5 この規程において「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含む情報の集合物であ

って、次に掲げるものをいう。 

(1) 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検

索することができるように体系的に構成したもの 

(2) 前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、

その他の記述等により特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体

系的に構成したもの 

6 この規程において「仮名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて

当該各号に定める措置を講じて他の情報と照合しない限り特定の個人を識別すること

ができないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報をいう。 

(1) 第 1項第 1号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除す

ること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他

の記述等に置き換えることを含む。）。 

(2) 第 1項第 2号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を

削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法に

より他の記述等に置き換えることを含む。）。 



7 この規程において「匿名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて

当該各号に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報

を加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することができ

ないようにしたものをいう。 

(1) 第 1項第 1号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除

すること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により

他の記述等に置き換えることを含む。） 

(2) 第 1項第 2号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部

を削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法

により他の記述等に置き換えることを含む。） 

8 この規程において「個人関連情報」とは、生存する個人に関する情報であって、個人

情報、仮名加工情報及び匿名加工情報のいずれにも該当しないものをいう。 

9 この規程において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合物で

あって、次に掲げるもの（利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ない

ものとして政令で定めるものを除く。）をいう。 

(1) 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成

したもの 

(2) 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができるように

体系的に構成したものとして政令で定めるもの 

10 この規程において「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用

に供している者をいう。ただし、次に掲げる者を除く。 

(1) 国の機関 

(2) 地方公共団体 

(3) 独立行政法人等（法別表第二に掲げる法人を除く。） 

(4) 地方独立行政法人 

11 この規程において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報

をいう。 

12 この規程において「保有個人データ」とは、個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂

正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる

権限を有する個人データであって、その存否が明らかになることにより公益その他の

利益が害されるものとして政令で定めるもの以外のものをいう。 

13 この規程において「個人関連情報取扱事業者」とは、個人関連情報を含む情報の集合

物であって、特定の個人関連情報を電子計算機を用いて検索することができるように

体系的に構成したものその他特定の個人関連情報を容易に検索することができるよう

に体系的に構成したものとして政令で定めるものを事業の用に供している者をいう。

ただし、第 10項各号に掲げる者を除く。 



14 この規程において「学術研究機関等」とは、大学その他の学術研究を目的とする機関

若しくは団体又はそれらに属する者をいう。 

15 この規程において「行政機関等匿名加工情報」とは、次の各号のいずれにも該当する

個人情報ファイルを構成する保有個人情報（他の情報と照合することができ、それに

より特定の個人を識別することができることとなるもの（他の情報と容易に照合する

ことができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを除く。）

を除く。以下この項及び第 17項において同じ。）の全部又は一部（これらの一部に独

立行政法人等情報公開法第 5条に規定する不開示情報（同条第 1号に掲げる情報を除く。

以下この項において同じ。）が含まれているときは、当該不開示情報に該当する部分

を除く。）を加工して得られる匿名加工情報をいう。 

(1) 第 21 条の規定に基づき、法第 75 条に規定する帳簿（以下「個人情報ファイル簿」

という。）に掲載するものであること。 

(2) 本学に対し、当該個人情報ファイルを構成する保有個人情報が記録されている法

人文書の独立行政法人等情報公開法第 3条の規定による開示の請求があったとした

ならば、本学が次のいずれかを行うこととなるものであること。 

ア 当該法人文書に記録されている保有個人情報の全部又は一部を開示する旨の決

定をすること。 

イ 国立大学法人浜松医科大学情報公開取扱規程（平成 16年規程第 13号）第 7条第

1項又は第 2項の規定により意見書の提出の機会を与えること。 

(3) 本学の事務及び事業の適正かつ円滑な運営に支障のない範囲内で、法第 114条第

1項の基準に従い、当該個人情報ファイルを構成する保有個人情報を加工して匿名加

工情報を作成することができるものであること。 

16 この規程において「行政機関等匿名加工情報ファイル」とは、行政機関等匿名加工情

報を含む情報の集合物であって、次に掲げるものをいう。 

(1) 特定の行政機関等匿名加工情報を電子計算機を用いて検索することができるよう

に体系的に構成したもの 

(2) 前号に掲げるもののほか、特定の行政機関等匿名加工情報を容易に検索すること

ができるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの 

17 この規程において「削除情報」とは、行政機関等匿名加工情報の作成に用いた保有個

人情報から削除した記述等及び個人識別符号をいう。 

18 この規程において「個人番号」とは、住民票コード（住民基本台帳法（昭和 42年法

律第 81号）第 7条第 13号に規定する住民票コードをいう。）を変換して得られる番号

であって、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を識別するために指定され

るものをいう。 

19 この規程において「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個人又は個人番

号によって識別される特定の個人をいう。 



20 この規程において「個人番号カード」とは、氏名、住所、生年月日、性別、個人番号

その他政令で定める事項が記載され、本人の写真が表示され、かつ、これらの事項そ

の他総務省令で定める事項（以下「カード記録事項」という。）が電磁的方法（電子

的方法、磁気的方法その他の人の知覚によって認識できない方法をいう。）により記

録されたカードであって、番号法又は番号法に基づく命令で定めるところによりカー

ド記録事項を閲覧し、又は改変する権限を有する者以外の者による閲覧又は改変を防

止するために必要なものとして総務省令で定める措置が講じられたものをいう。 

21 この規程において「特定個人情報」とは、個人番号（個人番号に対応し、当該個人番

号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外のもの

を含む。）をその内容に含む個人情報をいう。 

22 この規程において「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個人情

報ファイルをいう。 

23 この規程において「課等」とは、国立大学法人浜松医科大学事務組織規程(平成 16年

規程第 8号)第 2条に規定する事務局の課及び国立大学法人浜松医科大学組織規則（平

成 16年規則第 1号）第 19条に規定する監査室をいう。 

第 2章 個人情報管理体制 

(保有個人情報等の管理体制) 

第 3条 本法人における保有個人情報及び個人番号（以下「保有個人情報等」という。）

を適切に管理するため、総括保護管理者、保護管理者及び保護担当者を置く。 

(総括保護管理者) 

第 4条 総括保護管理者は、保有個人情報等の管理に関する事務を総括する。 

2 総括保護管理者は、副学長(情報・広報担当)をもって充てる。 

(保護管理者) 

第 5条 保護管理者は、保有個人情報等の適切な管理を確保するため、次に掲げる業務を

行う。保有個人情報等を情報システムで取り扱う場合、保護管理者は、当該情報シス

テムの管理者と連携して、その任に当たる。 

(1) 個人情報ファイル簿の作成に関すること。 

(2) 保有個人情報等の取扱状況の記録に関すること。 

(3) 情報システムにおける安全の確保等に関すること。 

(4) 保有個人情報等を取り扱う基幹的なサーバ等の機器を設置する室その他の区域

（以下「情報システム室等」という。）の安全管理に関すること。 

(5) 保有個人情報等の提供に関すること。 

(6) 保有個人情報等の点検に関すること。 

(7) 個人番号及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」という。）を取り扱う職員

（以下「事務取扱担当者」という。）並びにその役割を指定すること。 

(8) 各事務取扱担当者が取り扱う特定個人情報等の範囲を指定すること。 



(9) 次に掲げる組織体制を整備すること。 

ア 事務取扱担当者が取扱規程等に違反している事実又は兆候を把握した場合の責

任者への報告連絡体制 

イ 特定個人情報等の漏えい、滅失又は毀損等（以下「情報漏えい等」という。）

事案の発生又は兆候を把握した場合の職員から責任者等への報告連絡体制 

ウ 特定個人情報等を複数の部署で取り扱う場合の各部署の任務分担及び責任の明

確化 

エ 特定個人情報等の情報漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合の対応体

制 

(10) その他保有個人情報等の管理に関すること。 

(保護担当者) 

第 6条 保護担当者は、保護管理者を補佐し、保有個人情報等の管理に関する事務を担当

する。 

2 保護担当者は、保護管理者の下に若干人を置き、当該保護管理者が指名する者をもっ

て充てる。 

(課等が保有する個人情報及び個人番号の管理体制) 

第 7条 課等が保有する個人情報及び個人番号（以下「個人情報等」という。）の管理に

ついては、当該個人情報等を保有する課等の長を保護管理者とし、当該係長を保護担

当者とする。 

(教員が保有する個人情報の管理体制) 

第 8条 教員が保有する個人情報の管理については、当該個人情報を保有する教員の所属

する講座等の教授(教授が欠員の場合は准教授)を保護管理者とし、当該教員を保護担当

者とする。 

(医学部附属病院が保有する個人情報の管理体制) 

第 9条 医学部附属病院が保有する個人情報の管理については、病院長を保護管理者とし、

医療情報部長及び事務局次長（病院担当）を保護担当者とする。 

2 医学部附属病院が保有する個人情報については、この規程によるほか「医療・介護関

係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」(平成 29年 4月厚生

労働省。)及び「国立大学附属病院における個人情報の適切な取扱いのためのガイドラ

イン」(平成 17年 2月国立大学附属病院長会議)に基づいて、病院長が必要な措置を講

じなければならない。 

(監査責任者) 

第 10条 本法人に、監査責任者を 1人置き、監査室長をもって充てる。 

2 監査責任者は、保有個人情報等の管理状況について監査する。 

(情報公開・個人情報保護委員会) 



第 11条 本法人における保有個人情報の管理に係る重要事項の決定、連絡・調整等につ

いて検討するため、情報公開・個人情報保護委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

2 委員会に関する必要な事項は、学長が別に定める。 

(教育研修) 

第 12条 総括保護管理者は、保有個人情報等の取扱いに従事する職員（派遣労働者を含

む。以下同じ。）に対して、次に掲げる事項の教育研修を実施するものとする。 

(1) 保有個人情報等の取扱いについて理解を深め、個人情報の保護に関する意識の高

揚を図るための啓発その他必要な事項 

(2) 保有個人情報等の適切な管理のために、情報システムの管理、運用及びセキュリ

ティ対策に関して必要な事項 

2 保護管理者は、当該課等及び講座等の職員に対し、前項に規定する教育研修への参加

の機会を付与する等の必要な措置を講ずる。 

3 総括保護管理者は、保護管理者及び保護担当者に対し、課室等の現場における保有個

人情報等の適切な管理のための教育研修を実施する。 

第 3章 個人情報の取扱い 

(職員の責務) 

第 13条 職員は、法及び番号法の趣旨に則り、関連する法令及び規程等の定め並びに総

括保護管理者、保護管理者及び保護担当者の指示に従い、保有個人情報等を取り扱わ

なければならない。 

2 職員(これらの職にあった者を含む。)は、その業務に関して知り得た個人情報（行政

機関等匿名加工情報及び削除情報に該当するものを除く。）の内容をみだりに他人に

知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

3 職員は、情報漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合及び事務取扱担当者が取

扱規程等に違反している事実又は兆候を把握した場合は、速やかに保護管理者に報告

しなければならない。 

(利用目的の特定) 

第 14 条 職員は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以下「利用目的」

という。）をできる限り特定しなければならない。 

2 職員は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と関連性を有すると合理的

に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

(利用目的による制限) 

第 15条 職員は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定された利用

目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 

2 職員は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継することに

伴って取得した個人情報を取り扱う場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、承継



前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取

り扱ってはならない。 

3 前 2項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

(1) 法令に基づく場合 

(2) 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき。 

(3) 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

(4) 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂

行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることによ

り当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(5) 当該個人情報を学術研究の用に供する目的（以下「学術研究目的」という。）で

取り扱う必要があるとき（当該個人情報を取り扱う目的の一部が学術研究目的であ

る場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。 

(6) 学術研究機関等に個人データを提供する場合であって、当該学術研究機関等が当

該個人データを学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱

う目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害する

おそれがある場合を除く。）。 

(不適正な利用の禁止) 

第 16条 職員は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法により

個人情報を利用してはならない。 

(適正な取得) 

第 17条 職員は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。 

2 職員は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、要配慮個人

情報を取得してはならない。 

(1) 法令に基づく場合 

(2) 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき。 

(3) 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

(4) 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂

行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることによ

り当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(5) 当該要配慮個人情報を学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該要配慮個人

情報を取り扱う目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不

当に侵害するおそれがある場合を除く。）。 



(6) 学術研究機関等から当該要配慮個人情報を取得する場合であって、当該要配慮個

人情報を学術研究目的で取得する必要があるとき（当該要配慮個人情報を取得する

目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するお

それがある場合を除く。）（当該個人情報取扱事業者と当該学術研究機関等が共同

して学術研究を行う場合に限る。）。 

(7) 当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、学術研究機関等、その

他法令で定める者により公開されている場合 

(8) その他前各号に掲げる場合に準ずるものとして政令で定める場合 

(取得に際しての利用目的の通知等) 

第 18条 職員は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している

場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならな

い。 

2 職員は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴って契約書

その他の書面（電磁的記録を含む。）に記載された当該本人の個人情報を取得する場

合その他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する場合は、あら

かじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。ただし、人の生命、

身体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合は、この限りでない。 

3 職員は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知し、

又は公表しなければならない。 

4 前 3項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

(1) 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、

財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

(2) 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取扱事業者の権

利又は正当な利益を害するおそれがある場合 

(3) 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する

必要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該

事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(4) 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

(データ内容の正確性の確保等) 

第 19条 職員は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新

の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当該個人データを遅滞な

く消去するよう努めなければならない。 

(安全管理措置) 

第 20条 保護管理者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又は毀損の防止その他

の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

(所属職員の監督) 



第 21条 保護管理者は、所属の職員に個人データを取り扱わせるに当たっては、当該個

人データの安全管理が図られるよう、当該職員に対する必要かつ適切な監督を行わな

ければならない。 

(委託先の監督) 

第 22条 契約者又は当該契約の委任を受けた者は、個人データの取扱いの全部又は一部

を委託する場合は、その取扱いを委託された個人データの安全管理が図られるよう、

委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

(漏えい等の報告等) 

第 23条 総括保護管理者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失、毀損その他の個

人データの安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大きいも

のとして個人情報保護委員会規則で定めるものが生じたときは、個人情報保護委員会

規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を個人情報保護委員会に報告しなけ

ればならない。ただし、本法人が、他の個人情報取扱事業者又は行政機関等から当該

個人データの取扱いの全部又は一部の委託を受けた場合であって、個人情報保護委員

会規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を当該他の個人情報取扱事業者又

は行政機関等に通知したときは、この限りでない。 

2 前項に規定する場合には、総括保護管理者（同項ただし書の規定による通知をした者

を除く。）は、本人に対し、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該事

態が生じた旨を通知しなければならない。ただし、本人への通知が困難な場合であっ

て、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この

限りでない。 

(第三者提供の制限) 

第 24条 職員は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人

データを第三者に提供してはならない。 

(1) 法令に基づく場合 

(2) 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき。 

(3) 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

(4) 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂

行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることによ

り当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(5) 当該個人データの提供が学術研究の成果の公表又は教授のためやむを得ないとき

（個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。 

(6) 当該個人データを学術研究目的で提供する必要があるとき（当該個人データを提

供する目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害



するおそれがある場合を除く。）（当該個人情報取扱事業者と当該第三者が共同し

て学術研究を行う場合に限る。）。 

(7) 当該第三者が学術研究機関等である場合であって、当該第三者が当該個人データ

を学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う目的の一部

が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある

場合を除く。）。 

2 職員は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じて当該本人が識

別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合であって、次に

掲げる事項について、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、

本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置くとともに、個人情報保護委員会

に届け出たときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提供するこ

とができる。ただし、第三者に提供される個人データが要配慮個人情報又は第 17条第

1項の規定に違反して取得されたもの若しくは他の個人情報取扱事業者からこの項本文

の規定により提供されたもの（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含

む。）である場合は、この限りでない。 

(1) 第三者への提供を行う個人情報取扱事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあ

っては、その代表者又は管理人。以下この条及び第 27条第 1項第 1号において同

じ。）の氏名 

(2) 第三者への提供を利用目的とすること。 

(3) 第三者に提供される個人データの項目 

(4) 第三者に提供される個人データの取得の方法 

(5) 第三者への提供の方法 

(6) 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止す

ること。 

(7) 本人の求めを受け付ける方法 

(8) その他個人の権利利益を保護するために必要なものとして個人情報保護委員会規

則で定める事項 

3 総括保護管理者は、前項第 1号に掲げる事項に変更があったとき又は同項の規定によ

る個人データの提供をやめたときは遅滞なく、同項第 3号から第 5号まで、第 7号又は

第 8号に掲げる事項を変更しようとするときはあらかじめ、その旨について、個人情

報保護委員会規則で定めるところにより、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る

状態に置くとともに、個人情報保護委員会に届け出なければならない。 

4 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前各項の規定の適用

については、第三者に該当しないものとする。 



(1) 個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱

いの全部又は一部を委託することに伴って当該個人データが提供される場合 

(2) 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 

(3) 特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提供される場

合であって、その旨並びに共同して利用される個人データの項目、共同して利用す

る者の範囲、利用する者の利用目的並びに当該個人データの管理について責任を有

する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名について、

あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。 

5 職員は、前項第 3号に規定する個人データの管理について責任を有する者の氏名、名

称若しくは住所又は法人にあっては、その代表者の氏名に変更があったときは遅滞な

く、同号に規定する利用する者の利用目的又は当該責任を有する者を変更しようとす

るときはあらかじめ、その旨について、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状

態に置かなければならない。 

(外国にある第三者への提供の制限) 

第 25条 職員は、外国（本邦の域外にある国又は地域をいう。）（個人の権利利益を保

護する上で我が国と同等の水準にあると認められる個人情報の保護に関する制度を有

している外国として個人情報保護委員会規則で定めるものを除く。）にある第三者

（個人データの取扱いについてこの規程により個人情報取扱事業者が講ずべきことと

されている措置に相当する措置（第 3項において「相当措置」という。）を継続的に

講ずるために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定める基準に適合する体制

を整備している者を除く。）に個人データを提供する場合には、前条第 1項各号に掲

げる場合を除くほか、あらかじめ外国にある第三者への提供を認める旨の本人の同意

を得なければならない。この場合においては、同条の規定は、適用しない。 

2 職員は、前項の規定により本人の同意を得ようとする場合には、個人情報保護委員会

規則で定めるところにより、あらかじめ、当該外国における個人情報の保護に関する

制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置その他当該本人に参考となる

べき情報を当該本人に提供しなければならない。 

3 職員は、個人データを外国にある第三者（第 1項に規定する体制を整備している者に

限る。）に提供した場合には、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該

第三者による相当措置の継続的な実施を確保するために必要な措置を講ずるとともに、

本人の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当該本人に提供しなければならな

い。 

(第三者提供に係る記録の作成等) 

第 26条 職員は、個人データを第三者（第 2条第 10項各号に掲げる者を除く。以下この

条及び次条（第 28条第 3項において読み替えて準用する場合を含む。）において同

じ。）に提供したときは、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該個人



データを提供した年月日、当該第三者の氏名又は名称その他の個人情報保護委員会規

則で定める事項に関する記録を作成しなければならない。ただし、当該個人データの

提供が第 24条第 1項各号又は第 5項各号のいずれか（前条第 1項の規定による個人デ

ータの提供にあっては、第 24条第 1項各号のいずれか）に該当する場合は、この限り

でない。 

2 職員は、前項の記録を、当該記録を作成した日から個人情報保護委員会規則で定める

期間保存しなければならない。 

(第三者提供を受ける際の確認等) 

第 27条 職員は、第三者から個人データの提供を受けるに際しては、個人情報保護委員

会規則で定めるところにより、次に掲げる事項の確認を行わなければならない。ただ

し、当該個人データの提供が第 24条第 1項各号又は第 5項各号のいずれかに該当する

場合は、この限りでない。 

(1) 当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(2) 当該第三者による当該個人データの取得の経緯 

2 前項の第三者は、本法人が同項の規定による確認を行う場合において、本法人に対し

て、当該確認に係る事項を偽ってはならない。 

3 職員は、第 1項の規定による確認を行ったときは、個人情報保護委員会規則で定める

ところにより、当該個人データの提供を受けた年月日、当該確認に係る事項その他の

個人情報保護委員会規則で定める事項に関する記録を作成しなければならない。 

4 保護管理者は、前項の記録を、当該記録を作成した日から個人情報保護委員会規則で

定める期間保存しなければならない。 

(個人関連情報の第三者提供の制限等) 

第 28条 職員は、第三者が個人関連情報（個人関連情報データベース等を構成するもの

に限る。）を個人データとして取得することが想定されるときは、第 24条第 1項各号

に掲げる場合を除くほか、次に掲げる事項について、あらかじめ個人情報保護委員会

規則で定めるところにより確認することをしないで、当該個人関連情報を当該第三者

に提供してはならない。 

(1) 当該第三者が本法人から個人関連情報の提供を受けて本人が識別される個人デー

タとして取得することを認める旨の当該本人の同意が得られていること。 

(2) 外国にある第三者への提供にあっては、前号の本人の同意を得ようとする場合に

おいて、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、当該外国に

おける個人情報の保護に関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護のための

措置その他当該本人に参考となるべき情報が当該本人に提供されていること。 

2 職員は、個人関連情報を外国にある第三者に提供した場合には、個人情報保護委員会

規則で定めるところにより、当該第三者による相当措置の継続的な実施を確保するた

めに必要な措置を講じなければならない。 



3 前条第 2項から第 4項までの規定は、第 1項の規定により個人関連情報取扱事業者が

確認する場合について準用する。この場合において、同条第 3 項中「の提供を受けた」

とあるのは、「を提供した」と読み替えるものとする。 

(本法人による苦情の処理) 

第 29条 本法人は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなけれ

ばならない。 

2 本法人は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなければならない。 

第 4章 仮名加工情報の取扱義務 

(仮名加工情報の作成等) 

第 30条 職員は、仮名加工情報を作成するときは、他の情報と照合しない限り特定の個

人を識別することができないようにするために必要なものとして個人情報保護委員会

規則で定める基準に従い、個人情報を加工しなければならない。 

2 職員は、仮名加工情報を作成したとき、又は仮名加工情報及び当該仮名加工情報に係

る削除情報等（仮名加工情報の作成に用いられた個人情報から削除された記述等及び

個人識別符号並びに前項の規定により行われた加工の方法に関する情報をいう。以下

同じ。）を取得したときは、削除情報等の漏えいを防止するために必要なものとして

個人情報保護委員会規則で定める基準に従い、削除情報等の安全管理のための措置を

講じなければならない。 

3 仮名加工情報を取り扱う職員（以下「仮名加工情報取扱職員」という。）は、第 15条

の規定にかかわらず、法令に基づく場合を除くほか、第 14条第 1項の規定により特定

された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、仮名加工情報（個人情報であるものに

限る。以下同じ。）を取り扱ってはならない。 

4 仮名加工情報についての第 18条の規定の適用については、同条第 1項及び第 3項中「、

本人に通知し、又は公表し」とあるのは「公表し」と、同条第 4項第 1号から第 3号ま

での規定中「本人に通知し、又は公表する」とあるのは「公表する」とする。 

5 職員は、仮名加工情報である個人データ及び削除情報等を利用する必要がなくなった

ときは、当該個人データ及び削除情報等を遅滞なく消去するよう努めなければならな

い。この場合においては、第 19条の規定は、適用しない。 

6 仮名加工情報取扱職員は、第 24条第 1項及び第 2項並びに第 25条第 1項の規定にか

かわらず、法令に基づく場合を除くほか、仮名加工情報である個人データを第三者に

提供してはならない。この場合において、第 24条第 5項中「前各項」とあるのは「第

30条第 6項」と、同項第 3号中「、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に

置いて」とあるのは「公表して」と、同条第 6項中「、本人に通知し、又は本人が容

易に知り得る状態に置かなければ」とあるのは「公表しなければ」と、第 26条第 1項

ただし書中「第 24条第 1項各号又は第 5項各号のいずれか（前条第 1項の規定による

個人データの提供にあっては、第 24条第 1項各号のいずれか）」とあり、及び第 27条



第 1項ただし書中「第 24条第 1項各号又は第 5項各号のいずれか」とあるのは「法令

に基づく場合又は第 24条第 5項各号のいずれか」とする。 

7 職員は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、当該仮名加工情報の作成に用いられ

た個人情報に係る本人を識別するために、当該仮名加工情報を他の情報と照合しては

ならない。 

8 職員は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、電話をかけ、郵便若しくは民間事業

者による信書の送達に関する法律（平成 14年法律第 99号）第 2条第 6項に規定する一

般信書便事業者若しくは同条第 9項に規定する特定信書便事業者による同条第 2項に規

定する信書便により送付し、電報を送達し、ファクシミリ装置若しくは電磁的方法

（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって

個人情報保護委員会規則で定めるものをいう。）を用いて送信し、又は住居を訪問す

るために、当該仮名加工情報に含まれる連絡先その他の情報を利用してはならない。 

9 仮名加工情報、仮名加工情報である個人データ及び仮名加工情報である保有個人デー

タについては、第 14条第 2項及び第 23条の規定は、適用しない。 

(仮名加工情報の第三者提供の制限等) 

第 31条 職員は、法令に基づく場合を除くほか、仮名加工情報（個人情報であるものを

除く。次項及び第三項において同じ。）を第三者に提供してはならない。 

2 第 24条第 5項及び第 6項の規定は、仮名加工情報の提供を受ける者について準用する。 

3 第 20条から第 22条まで、第 29条並びに前条第 7項及び第 8項の規定は、仮名加工情

報取扱事業者による仮名加工情報の取扱いについて準用する。 

(業務の委託等) 

第 32条 保有個人情報の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には、個人情報の適切

な管理を行う能力を有しない者を選定することがないよう、必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

2 前項の規定により外部に委託する場合には、契約者又は当該契約の委任を受けた者が、

保護管理者の協力を得て、当該契約書に、次に掲げる事項を明記するとともに、委託

先における責任者及び業務従事者の管理及び実施体制、個人情報の管理の状況につい

ての検査に関する事項等の必要な事項について書面で確認するものとする。 

(1) 個人情報に関する秘密保持、目的外利用の禁止等の義務 

(2) 再委託（再委託先が委託先の子会社（会社法（平成 17年法律第 86号）第 2条第

1項第 3号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。第 6項において同じ。）

の制限又は事前承認等再委託に係る条件に関する事項（再委託に際して再委託先に

求める事項は、再委託先が子会社である場合も同様に求めるものとすることを明記

しなければならない。） 

(3) 個人情報の複製の制限に関する事項 

(4) 個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応に関する事項 



(5) 委託終了時における個人情報の消去及び媒体の返却に関する事項 

(6) 違反した場合における契約解除、損害賠償責任その他必要な事項 

3 個人番号利用事務等の全部又は一部を委託する場合には、委託先において、番号法に

基づき本法人が果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じられるか否かについて、

あらかじめ確認するものとする。 

4 保有個人情報等の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には、委託する業務に係る

保有個人情報等の秘匿性等その内容やその量等に応じて、委託先における管理体制及

び実施体制や個人情報の管理の状況について、少なくとも年 1回以上、原則として実

地検査により確認する。 

5 個人番号利用事務等の全部又は一部の委託をする際には、「委託を受けた者」におい

て、本法人が果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じられるよう必要かつ適切な

監督を行わなければならない。 

6 委託先において、保有個人情報等の取扱いに係る業務が再委託される場合には、委託

先に第 2項の措置を講じさせるとともに、再委託される業務に係る保有個人情報の秘

匿性等その内容に応じて、委託先を通じて又は委託元自らが前項の措置を実施する。

保有個人情報の取扱いに係る業務について再委託先が再々委託を行う場合以降も同様

とする。 

7 個人番号利用事務等の全部又は一部の「委託を受けた者」が再委託をする際には、委

託をする個人番号利用事務等において取り扱う特定個人情報の適切な安全管理が図ら

れることを確認した上で再委託の諾否を判断する。 

8 保有個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合には、労働者派

遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記するものとする。 

9 保有個人情報を提供又は業務委託する場合には、漏えい等による被害発生のリスクを

低減する観点から、提供先の利用目的、委託する業務の内容、保有個人情報の秘匿性

等その内容などを考慮し、必要に応じ、氏名を番号に置き換える等の匿名化措置を講

ずる。 

(個人情報ファイル簿の作成及び公表) 

第 33条 総括保護管理者は、個人情報ファイルを保有するに至ったときは、直ちに法第

75条に規定する帳簿(以下「個人情報ファイル簿」という。)を作成し、公表するもの

とする。 

2 個人情報ファイル簿は、本法人が保有する個人情報ファイルを通じて一の帳簿とする。 

3 総括保護管理者は、個人情報ファイル簿に記載すべき事項に変更があったときは、直

ちに、当該個人情報ファイル簿を修正するものとする。 

4 総括保護管理者は、個人情報ファイル簿に掲載した個人情報ファイルの保有をやめた

とき、又はその個人情報ファイルに含まれる個人情報によって識別される特定の個人



の数が 1000人未満となったときは、遅滞なく、当該個人情報ファイルについての記載

を削除するものとする。 

5 総括保護管理者は、個人情報ファイル簿を作成したときは、遅滞なく、これを本法人

の適当な場所に備えて置き一般の閲覧に供するとともに、本法人のホームページに掲

載するなどの方法により公表するものとする。 

(アクセス制限) 

第 34条 保護管理者は、保有個人情報等の秘匿性等その内容（個人識別の容易性（匿名

化の程度等）、要配慮個人情報の有無、漏えい等が発生した場合に生じ得る被害の性

質・程度などを考慮する。以下同じ。）に応じて、当該保有個人情報等にアクセスす

る権限を付与する職員の範囲と権限の内容を、当該職員が業務を行う上で必要最小限

の範囲に限るものとする。 

2 アクセス権限を有しない職員は、保有個人情報等にアクセスしてはならない。 

3 職員は、アクセス権限を有する場合であっても、業務上の目的以外の目的で保有個人

情報等にアクセスしてはならない。 

(複製等の制限) 

第 35条 職員が、業務上の目的で保有個人情報等を取り扱う場合であっても、保護管理

者は、次に掲げる行為については、当該保有個人情報等の秘匿性等その内容に応じて、

当該行為を行うことができる場合を限定し、職員は、保護管理者の指示に従うものと

する。 

(1) 保有個人情報等の複製 

(2) 保有個人情報等の送信 

(3) 保有個人情報等が記録されている媒体の外部への送付又は持出し 

(4) その他保有個人情報等の適切な管理に支障を及ぼす恐れのある行為 

(媒体の管理等) 

第 36条 職員は、保護管理者の指示に従い、保有個人情報等が記録されている媒体を定

められた場所に保管するとともに、必要があると認めるときは、耐火金庫へ保管、施

錠しなければならない。 

(廃棄等) 

第 37条 職員は、保有個人情報等又は保有個人情報等が記録されている媒体(端末及びサ

ーバに内蔵されているものを含む。)が不要となった場合には、保護管理者の指示に従

い、当該保有個人情報等の復元又は判読が不可能な方法により当該情報の消去又は当

該媒体の廃棄を行わなければならない。 

(保有個人情報の取扱状況の記録) 

第 38 条 保護管理者は、保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて、台帳等を整備して、

当該保有個人情報の利用及び保管等の取扱いの状況について記録しなければならない。 



2 保護管理者は、特定個人情報ファイルの取扱状況を確認する手段を整備して、当該特

定個人情報等の利用及び保管等の取扱状況について記録する。 

(個人番号の利用の制限) 

第 39条 保護管理者は、個人番号の利用に当たり、番号法があらかじめ限定的に定めた

事務に限定する。 

(特定個人情報の提供の求めの制限) 

第 40条 個人番号利用事務又は個人番号関係事務（以下「個人番号利用事務等」とい

う。）を処理するために必要な場合その他番号法で定める場合を除き、個人番号の提

供を求めてはならない。 

(特定個人情報ファイルの作成の制限) 

第 41条 個人番号利用事務等を処理するために必要な場合その他番号法で定める場合を

除き、特定個人情報ファイルを作成してはならない。 

(特定個人情報等の収集・保管の制限) 

第 42条 番号法第 19条各号のいずれかに該当する場合を除き、他人の個人番号を含む個

人情報を収集又は保管してはならない。 

(取扱区域) 

第 43条 保護管理者は、特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区

域」という。）を明確にし、物理的な安全管理措置を講ずる。 

(行政機関等匿名加工情報等の作成及び提供等) 

第 44条 職員は、法第 107条の規定に従い、行政機関等匿名加工情報（行政機関等匿名

加工情報ファイルを構成するものに限る。以下同じ。）を作成することができる。 

2 職員は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、行政機関等匿名加工情報を提供

してはならない。 

(1) 法令に基づく場合（法第 5節の規定に従う場合を含む。） 

(2) 保有個人情報を利用目的のために第三者に提供することができる場合において、

当該保有個人情報を加工して作成した行政機関等匿名加工情報を当該第三者に提供

するとき。 

3 職員は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために行政機関等匿名加工

情報及び削除情報（保有個人情報に該当するものに限る。）を自ら利用し、又は提供

してはならない。 

4 行政機関等匿名加工情報の作成及び提供等に関し、必要な事項は、別に定める。 

(提案の募集に関する事項の個人情報ファイル簿への記載) 

第 45条 学長は、本法人が保有している個人情報ファイルが第 2条第 9項各号のいずれ

にも該当すると認めるときは、当該個人情報ファイルについては、個人情報ファイル

簿に次に掲げる事項を記載しなければならない。 



(1) 国立大学法人浜松医科大学における行政機関等匿名加工情報の提供に関する規程

（平成 29年規程第 54号。以下「行政機関等匿名加工情報提供規程」という。）第 4

条第 1項の提案の募集をする個人情報ファイルである旨 

(2) 行政機関等匿名加工情報提供規程第 4条第 1項の提案を受ける組織の名称及び所

在地 

(識別行為の禁止等) 

第 46条 職員は、行政機関等匿名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合

を除き、当該行政機関等匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別

するために、当該行政機関等匿名加工情報を他の情報と照合してはならない。 

2 職員は、行政機関等匿名加工情報、第 2条第 17項に規定する削除情報及び行政機関等

匿名加工情報提供規程第 10条第 1項の規定により行った加工の方法に関する情報（以

下この条及び次条において「行政機関等匿名加工情報等」という。）の漏えいを防止

するために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定める基準に従い、行政機関

等匿名加工情報等の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

3 前 2項の規定は、行政機関等から行政機関等匿名加工情報等の取扱いの委託（二以上

の段階にわたる委託を含む。）を受けた者が受託した業務を行う場合について準用す

る。 

(行政機関等匿名加工情報等の従事者の義務) 

第 47条 職員若しくは職員であったもの、前条第 3項の委託を受けた業務に従事してい

る者若しくは従事していた者又は本法人において行政機関等匿名加工情報等の取扱い

に従事している派遣労働者若しくは従事していた派遣労働者は、その業務に関して知

り得た行政機関等匿名加工情報等の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に

利用してはならない。 

(匿名加工情報の取扱いに係る義務) 

第 48条 職員は、匿名加工情報（行政機関等匿名加工情報を除く。以下この条において

同じ。）を第三者に提供するときは、法令に基づく場合を除き、個人情報保護委員会

規則で定めるところにより、あらかじめ、第三者に提供される匿名加工情報に含まれ

る個人に関する情報の項目及びその提供の方法について公表するとともに、当該第三

者に対して、当該提供に係る情報が匿名加工情報である旨を明示しなければならない。 

2 職員は、匿名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、当該匿名

加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該個人情報か

ら削除された記述等若しくは個人識別符号若しくは法第 43条第 1項の規定により行わ

れた加工の方法に関する情報を取得し、又は当該匿名加工情報を他の情報と照合して

はならない。 



3 職員は、匿名加工情報の漏えいを防止するために必要なものとして個人情報保護委員

会規則で定める基準に従い、匿名加工情報の適切な管理のために必要な措置を講じな

ければならない。 

4 前 2項の規定は、行政機関等から匿名加工情報の取扱いの委託（二以上の段階にわた

る委託を含む。）を受けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 

(開示請求等をしようとする者に対する情報の提供等) 

第 49条 職員は、開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求又は行政機関等匿名加工情

報をその用に供して行う事業に関する提案若しくは作成された行政機関等匿名加工情

報をその用に供して行う事業に関する提案（以下この条において「開示請求等」とい

う。）をしようとする者がそれぞれ容易かつ的確に開示請求等をすることができるよ

う、当該保有個人情報の特定又は当該提案に資する情報の提供その他開示請求等をし

ようとする者の利便を考慮した適切な措置を講ずるものとする。 

第 5章 情報システムにおける安全確保等 

(アクセス制御) 

第 50条 保護管理者は、情報システムで取り扱う保有個人情報等の秘匿性等その内容に

応じて、アクセスに係るパスワード等(パスワード、ICカード、生体情報等を使用して

権限を識別する機能をいう。以下同じ。)を使用して権限を識別する機能（以下「認証

機能」という。）を設定する等のアクセス制御のために必要な措置を講じなければな

らない。 

2 保護管理者は、前項の措置を講ずる場合には、パスワード等の管理に関する定めを整

備(その定期又は随時の見直しを含む。)、するとともに、パスワード等の読取防止等を

行うために必要な措置を講じなければならない。 

(アクセス記録) 

第 51条 保護管理者は、保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて、当該保有個人情報

が記録される各種媒体へのアクセス状況の記録(以下「アクセス記録」という。)を一定

の期間保存するとともに、アクセス記録を定期的かつ必要に応じて随時に分折するた

めに必要な措置を講じなければならない。 

2 保護管理者は、アクセス記録の改ざん、窃取又は不正な消去の防止のために必要な措

置を講じなければならない。 

3 保護管理者は、特定個人情報等へのアクセス状況を記録し、その記録を一定の期間保

存し、定期に又は随時に分析するために必要な措置を講ずる。また、アクセス記録の

改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ずる。 

(アクセス状況の監視) 

第 52条 保護管理者は、保有個人情報の秘匿性等その内容及びその量に応じて、当該保

有個人情報への不適切なアクセスの監視のため、保有個人情報等を含むか又は含むお



それがある一定量以上の情報が情報システムからダウンロードされた場合に警告表示

がなされる機能の設定、当該設定の定期的確認等の必要な措置を講ずる。 

(管理者権限の設定) 

第 53条 保護管理者は、保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて、情報システムの管

理者権限の特権を不正に窃取された際の被害の最小化及び内部からの不正操作等の防

止のため、当該特権を付与する者を最小限とする等の必要な措置を講ずる。 

(外部からの不正アクセスの防止) 

第 54条 保護管理者は、保有個人情報等を取り扱う情報システムヘの外部からの不正ア

クセスを防止するため、ファイアウォールの設定による経路制御等の必要な措置を講

じなければならない。 

(不正プログラムによる漏えい等の防止) 

第 55条 保護管理者は、不正プログラムによる保有個人情報等の漏えい、滅失又は毀損

の防止のため、ソフトウェアに関する公開された脆弱性の解消、把握された不正プロ

グラムの感染防止等に必要な措置（導入したソフトウェアを常に最新の状態に保つこ

とを含む。）を講じなければならない。 

(情報システムにおける保有個人情報の処理) 

第 56条 職員は、保有個人情報について、一時的に加工等の処理を行うため複製等を行

う場合には、その対象を必要最小限に限り、処理終了後は不要となった情報を速やか

に消去する。保護管理者は、当該保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて、随時、

消去等の実施状況を重点的に確認する。 

(暗号化) 

第 57条 保護管理者は、保有個人情報等の秘匿性等その内容に応じて、暗号化のために

必要な措置を講じなければならない。 

2 職員は、これを踏まえ、その処理する保有個人情報について、当該保有個人情報の秘

匿性等その内容に応じて、適切に暗号化を行う。 

(入力情報の照合等) 

第 58条 職員は、情報システムで取り扱う保有個人情報の重要度に応じて、入力原票と

入力内容との照合、処理前後の当該保有個人情報の内容の確認、既存の保有個人情報

との照合等を行わなければならない。 

(バックアップ) 

第 59条 保護管理者は、保有個人情報の重要度に応じて、バックアップを作成し、分散

保管するために必要な措置を講じなければならない。 

(情報システム設計書等の管理) 

第 60条 保護管理者は、保有個人情報に係る情報システムの設計書、構成図等の文書に

ついて、外部に知られることがないよう、その保管、複製、廃棄等について必要な措

置を講じなければならない。 



(端末の限定) 

第 61条 保護管理者は、保有個人情報等の秘匿性等その内容に応じて、その処理を行う

端末(機、機器、装置)を限定するために必要な措置を講じなければならない。 

(端末の盗難防止等) 

第 62条 保護管理者は、端末の盗難又は紛失の防止のため、端末の固定、執務室の施錠

等の必要な措置を講じなければならない。 

2 職員は、保護管理者が必要があると認めるときを除き、端末を外部へ持ち出し、又は

外部から持ち込んではならない。 

(第三者の閲覧防止) 

第 63条 職員は、端末の使用に当たっては、保有個人情報等が第三者に閲覧されること

がないよう、使用状況に応じて情報システムからログオフを行うことを徹底する等の

必要な措置を講じなければならない。 

(記録機能を有する機器・媒体の接続制限) 

第 64条 保護管理者は、保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて、当該保有個人情報

の情報漏えい等の防止のため、スマートフォン、ＵＳＢメモリ等の記録機能を有する

機器・媒体の保有個人情報にアクセスできる端末等への接続の制限(可能な範囲におい

ての当該機器の更新への対応を含む。)等の必要な措置を講ずる。 

(入退管理) 

第 65条 保護管理者は、情報システム室等に立ち入る権限を有する者(以下「権限者」と

いう。)を定めるとともに、用件の確認、入退の記録、権限者以外の者についての識別

化、権限者以外の者が立ち入る場合の職員の立会い又は監視設備による監視、外部電

磁的記録媒体等の持込み、利用及び持ち出しの制限又は検査等の措置を講じなければ

ならない。また、保有個人情報等を記録する媒体を保管するための施設を設けている

場合においても、必要があると認めるときは、同様の措置を講じなければならない。 

2 保護管理者は、必要があると認めるときは、情報システム室等の出入口の特定化によ

る入退の管理の容易化、所在表示の制限等の措置を講ずることができる。 

3 保護管理者は、情報システム室等及び保管施設の入退の管理について、必要があると

認めるときは、立入りに係る認証機能を設定するとともに、パスワード等の取扱いに

関する定めの整備及びその定期又は随時の見直しの実施、読取防止等の措置を講じな

ければならない。 

(情報システム室等の管理) 

第 66条 保護管理者は、外部からの不正な侵入に備え、情報システム室等に施錠装置、

警報装置、監視装置の設置等の措置を講じなければならない。 

2 保護管理者は、災害等に備え、情報システム室等に、耐震、防火、防煙、防水等の必

要な措置を講ずるとともに、サーバ等の機器の予備電源の確保、配線の損傷防止等の

措置を講じなければならない。 



第 6章 問題となる事案への対応等 

(事案の報告及び再発防止措置) 

第 67条 職員は、情報漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合及び事務取扱担当

者が取扱規程等に違反している事実又は兆候を把握した場合等、安全確保の上で問題

となる事案又は問題となる事案の発生のおそれを認識した場合に、その事案等を認識

した場合には、直ちに当該保有個人情報を管理する保護管理者に報告するものとする。 

2 保護管理者は、被害の拡大防止又は復旧等のために必要な措置を速やかに講じなけれ

ばならない。ただし、外部からの不正アクセスや不正プログラムの感染が疑われる当

該端末等のＬＡＮケーブルを抜くなど、被害拡大防止のため直ちに行い得る措置につ

いては、直ちに行う（職員に行わせることを含む。）ものとする。 

3 保護管理者は、事案の発生した経緯、被害状況等を調査し、総括保護管理者に報告す

るものとする。ただし、特に重大と認める事案が発生した場合には、直ちに総括保護

管理者に当該事案について報告しなければならない。 

4 総括保護管理者は、前項の規定に基づく報告を受けた場合には、事案の内容等に応じ

て、当該事案の内容、経緯、被害状況等を学長に速やかに報告しなければならない。 

5 総括保護管理者は、事案の内容等に応じて、事案の内容、経緯、被害状況等について、

本法人を所管する行政機関に対し、速やかに情報提供を行う。 

6 保護管理者は、事案の発生した原因を分析し、再発防止のために必要な措置を構じな

ければならない。 

7 学長は、事案の発生した内容、影響等に応じて、事実関係及び再発防止策の公表、当

該事案に係る保有個人情報等の本人への対応等の措置を講じなければならない。 

8 公表を行う事案については、当該事案の内容、経緯、被害状況等について、速やかに

総務省（行政管理局）に情報提供を行う。 

(監査) 

第 68条 監査責任者は、保有個人情報等の適切な管理を検証するため、第 3条から第 4

９条に規定する措置の状況を含む本法人における保有個人情報の管理の状況について、

定期に及び必要に応じ随時に監査(外部監査を含む。以下同じ。)を行い、その結果を総

括保護管理者に報告するものとする。 

(点検) 

第 69条 保護管理者は、各所属（第 7条における課等、第 8条における講座等、第 9条

における医学部附属病院を指す。）における保有個人情報等の記録媒体、処理経路、

保管方法等について、定期及び必要に応じ随時に点検を行い、必要があると認めると

きには、その結果を総括保護管理者に報告するものとする。 

(評価及び見直し) 

第 70条 総括保護管理者、保護管理者等は、保有個人情報等の適切な管理のための措置

について、監査又は点検の結果等を踏まえ、実効性等の観点から保有個人情報等の適



切な管理のための措置について評価し、必要があると認めるときには、その見直し等

の措置を講じなければならない。 

(行政機関との連携) 

第 71条 本法人は、「個人情報の保護に関する基本方針」（平成 16年４月２日閣議決定）

４を踏まえ、本法人を所管する行政機関と緊密に連携して、その保有する個人情報の

適切な管理を行う。 

(庶務) 

第 72条 保有個人情報等の管理事務の総括の庶務は、総務課において処理する。 

(雑則) 

第 73条 この規程に定めるもののほか、本法人の保有個人情報等の取扱いに関する必要

な事項は、学長が別に定める。 

附 則 

この規程は、平成 17年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 18年 3月 9日規程第 10号) 

 
 

この規程は、平成 18年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 18年 7月 13日規程第 43号) 

 
 

この規程は、平成 18年 7月 13日から施行する。 

附 則(平成 19年 3月 15日規程第 18号) 

 
 

この規程は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 21年 3月 12日規程第 61号) 

 
 

この規程は、平成 21年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 26年 3月 4日規程第 30号) 

 
 

この規程は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 26年 5月 26日規程第 56号) 

 
 

この規程は、平成 26年 5月 26日から施行し、平成 26年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 27年 4月 6日規程第 60号) 

 
 

この規程は、平成 27年 4月 6日から施行する。 

附 則(平成 27年 10月 1日規程第 71号) 

 
 

この規程は、平成 27年 10月 5日から施行する。 



附 則(平成 28年 5月 26日規程第 54号) 

 
 

この規程は、平成 28年 5月 26日から施行し、平成 28年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 29年 10月 10日規程第 51号) 

 
 

この規程は、平成 29年 10月 10日から施行し、平成 29年 5月 30日から適用する。 

附 則(平成 31年 2月 4日規程第 8号) 

 
 

この規程は、平成 31年 2月 4日から施行する。 

附 則(令和 4年 4月 4日規程第 45号) 

 
 

この規程は、令和 4年 4月 4日から施行し、令和 4年 4月 1日から適用する。 



○国立大学法人浜松医科大学個人情報取扱細則 

(平成 28年 1月 7日細則第 1号) 

改正 令和 4年 4月 4日細則第 16号 
 

 (趣旨) 

第 1条 この細則は、国立大学法人浜松医科大学個人情報管理規程（平成 17年規程第 54

号。以下「規程」という。）第 73条に基づき、本法人の保有個人情報等の取扱いに関

する必要な事項について定めるものとする。 

(事務取扱担当者及びその役割等) 

第 2条 保護管理者は、規程第 5条第 7号に基づき事務取扱担当者並びにその役割及び取

扱う特定個人情報等の範囲を指定した場合は、別記様式 1の事務取扱担当者名簿を作

成し、当該事務担当者へ通知するものとする。 

(報告連絡体制) 

第 3条 保護管理者が規程第 5条第 9号ア及びイに基づき整備する報告連絡体制は別紙１

のとおりとする。 

(各部署の任務分担及び責任) 

第 4条 保護管理者が規程第 5条第 9号ウに該当する場合は別記様式 2の部署別任務分担

表を作成し、任務と責任について明確にするものとする。 

(情報漏えい等の事案の発生の対応体制) 

第 5条 保護管理者が規程第 5条第 9号エに基づき整備する対応体制は別紙 2のとおりと

する。 

(利用目的) 

第 6条 職員が個人情報又は個人番号を取得するときは、通知文書又は説明文書等に利用

目的を明示するものとする。 

2 個人番号を取得する利用目的は次に掲げるとおりとする。 

(1) 社会保障 

(2) 税 

(3) 災害対策 

(個人情報の提供) 

第 7条 規程第 24条に規定する第三者に保有個人情報を提供する場合は、原則として、

別記様式 3の個人情報提供依頼書を提出させるものとする。 

(業務の委託等の相手方の選定) 

第 8条 保有個人情報の取扱いに係る業務を外部に委託する場合は、個人情報の適切な管

理を行う能力を有しているか、次に掲げる事項についてあらかじめ確認をするものと

する。 

(1) 設備 



(2) 技術水準 

(3) 従業者に対する監督・教育の状況 

(4) 経営環境状況 

(5) 特定個人情報等の安全管理の状況（「個人番号を取り扱う事務の範囲の明確化」、

「特定個人情報等の範囲の明確化」、「事務取扱担当者の明確化」及び「個人番号

の削除、機器及び電子媒体等の廃棄」等を含む。） 

(6) 暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準

構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ若しくは特殊知能暴力

集団等、その他これらに準ずる者（以下総称して「暴力団員等」という。）に該当

しないこと、及び以下のアからオまでのいずれにも該当しないこと。 

ア 暴力団員等が経営を支配していると認められる、又は疑われる団体又は個人 

イ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる、又は疑われる団体又

は個人 

ウ 自己、自らの団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的等をもって、不当に暴力団員等を利用していると認められる、又は疑

われる団体又は個人 

エ 暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められる、又は疑われる団体又は個人 

オ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難される

程度に関係を有する、又は疑われる団体又は個人 

(業務委託先における個人情報管理状況の検査) 

第 9条 規程第 32条第 4項に規定する個人情報の管理状況の検査は、次に掲げる事項に

ついて確認するものとする。 

(1) 責任者及び業務従事者の管理及び実施体制 

(2) 個人情報の管理の状況 

(3) 番号法に基づく安全管理措置 

(4) 委託先における再委託先の検査等の状況 

(個人情報ファイル管理台帳) 

第 10条 保護管理者は、保有個人情報等が記録されている媒体を管理するため、次に掲

げる項目について別記様式 4の個人情報ファイル管理台帳を作成するものとする。 

(1) 特定個人情報ファイルの種類、名称 

(2) 責任者、取扱部門 

(3) 利用目的 

(4) 削除・廃棄状況 

(5) アクセス権を有する者 

(6) 特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを設置する「管理区域」の場所 



(7) 特定個人情報等を取り扱う事務を実施する「取扱区域」の場所 

(複製等の制限) 

第 11条 職員が次に掲げる行為を行うときは、別記様式 5の保有個人情報等の複製等申

請書を作成し、保護管理者の承認を受けるものとする。 

(1) 保有個人情報等の複製 

(2) 保有個人情報等の送信 

(3) 保有個人情報等が記録されている媒体の外部への送付又は持出し 

(4) その他保有個人情報等の適切な管理に支障を及ぼす恐れのある行為 

2 前項に掲げる行為を行う際には、保有個人情報ファイルにパスワードの設定及び暗号

化等必要な安全措置を講じなければならない。また、記録媒体についても同様の安全

措置を講じなければならない。 

(保有個人情報の取扱状況の記録) 

第 12条 保護管理者は、保有個人情報の利用及び保管等の取扱状況を記録するため別記

様式 6の保有個人情報等の取扱状況記録簿を作成するものとする。 

(1) 特定個人情報ファイルの名称 

(2) 大学名・事務組織名称 

(3) 利用目的 

(4) 記録される項目・本人として記録される個人の範囲 

(5) 収集方法 

(取扱区域の明確化) 

第 13条 保護管理者は、別記様式 7の取扱区域一覧を作成するものとする。 

(重要管理区域及び管理区域の指定及び管理) 

第 14条 特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを管理するための重要管理区域

及び特定個人情報等を取り扱う機器、電子媒体及び書類等を管理するための管理区域

の指定及び管理に関して別紙 3のとおり定める。 

(情報システムに係るアクセス記録) 

第 15条 保護管理者は、保有個人情報が記録される各種媒体へのアクセス状況を記録す

るため次に掲げる事項ごとに別記様式 8の保有個人情報等の記録簿を作成し、管理す

るものとする。 

(1) 特定個人情報ファイルの利用・出力状況の記録 

(2) 書類・媒体等の持出しの記録 

(3) 特定個人情報ファイルの削除・廃棄記録 

(4) 削除・廃棄を委託した場合、これを証明する記録等 

(5) 特定個人情報ファイルを情報システムで取り扱う場合、事務取扱担当者の情報シ

ステムの利用状況（ログイン実績、アクセスログ等）の記録 

(端末の限定) 



第 16 条 保護管理者は、保有個人情報等の処理を行う端末（機、機器、装置）を限定し、

別記様式 9の個人情報等処理端末一覧を作成し、管理するものとする。 

2 職員は、端末を外部へ持ち出し、又は外部から持ち込む場合は保護管理者の許可を受

けるものとする。 

(情報システム室等の安全管理措置) 

第 17条 保護管理者は、情報システム室等の安全措置について別記様式 10の情報システ

ム室等安全管理措置一覧を作成するものとする。 

(監査) 

第 18条 監査室長は、保有個人情報等の適切な管理を検証するため、年 1回の定期監査

を行う。 

2 規程第 67条に定める情報漏えい等の事案の発生等が生じた場合は、その後の保有個人

情報等の適切な管理を検証するため、随時監査を行う。 

(点検) 

第 19 条 保護管理者は、各課室等における保有個人情報等の記録媒体等について点検し、

別記様式 11 の個人情報管理に関する自己点検用チェックシートを作成するものとする。 

2 規程第 67条に定める情報漏えい等の事案の発生等が生じた場合は、その後の保有個人

情報等の記録媒体等について随時点検を行う。 

(雑則) 

第 20条 この細則に定めるもののほか、この細則の実施に関し必要な事項は、別に定め

る。 

附 則 

この細則は、平成 28年 1月 7日から施行する。 

附 則(令和 4年 4月 4日細則第 16号) 

 
 

この細則は、令和 4年 4月 4日から施行し、令和 4年 4月 1日から適用する。 
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